平成２２年国勢調査　産業等基本集計　福井県結果の概要
〔基準日：平成２２年１０月１日〕
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労働力状態
　・労働力率は昭和60年から男女とも逓減
　　　男性73.7%（全国第13位）　女性53.0％（全国第2位）
　・女性の労働力率は昭和55年以降全国第1位であったが、全国トップレベルを維持
就業者

　・就業率は59.6％に低下（全国第5位）
　　　男性69.1％（全国第12位）　女性50.9％（全国第2位）
夫婦の労働力状態
　・共働き率は56.8％で、平成7年以降全国第1位
　
従業上の地位別就業者数
　・雇用者に占める「正規の職員・従業員」の割合は70.5％で、全国第3位
　　　男性84.5％（全国第6位）、女性54.8％（全国第2位）
産業

　・産業部門別では、第3次産業の割合が上昇

　・産業分類別では、「建設業」が最も減少、「医療，福祉」が最も増加
平成２４年６月
福井県総合政策部　政策統計課
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Ⅰ　利用上の注意および用語の解説
利用上の注意
１　本文および図表中の数値は、表章単位未満で四捨五入しています。また、本文および図表中の値は、表章単位未満を含んだ数値から算出しています。

２　結果の割合は、特に注記がない限り、分母から不詳を除いて算出しています。また、過去の割合も同様の方式で再計算しています。
３　「増減数」および「増減率」は、平成１７年国勢調査（確定値）に対しての増減数および増減率を示しています。

４　「－」は該当数字のないもの、「▲」は負号を意味します。

用語の解説
人口
国勢調査における人口は「常住人口」であり、常住人口とは調査時に調査の地域に常住している者をいう。
労働力状態
「労働力状態」とは、15歳以上の人について、調査年の9月24日から30日までの1週間（以下、「調査週間」という。）に「仕事をしたかどうかの別」により、次のとおり区分したものである。
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雇用者に占める「正規の職員・従業員」の割合（％）
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　日本標準産業分類改訂（平成19年11月）に伴い、平成17年抽出詳細集計で対象となった就業者について、組替

え集計を行った結果による。抽出詳細集計を基にしているので、全数集計の数値とは異なっている。

　「労働者派遣事業所の派遣社員」は、平成２２年は派遣先の産業に分類し、平成１７年は「サービス業」に分類す

る。
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昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

総数　　　　　　　　　　 173,266 175,542 178,958 182,033 181,862 178,592

　夫、妻とも就業　　　 116,210 116,733 114,925 110,065 105,757 100,155

　夫が就業、妻が非就業　C 45,131 44,387 46,638 46,376 43,294 38,482

　夫が非就業、妻が就業　D 3,654 3,635 4,150 5,886 6,736 7,771

　夫、妻とも非就業　E 8,184 10,709 13,176 19,565 24,841 30,071

共働き率(％)
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総数 うち就業者
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中国 3,289 2,754 2,684 424
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※無国籍および国名「不詳」を含む。

非労働力人口



総数

労働力人口

※



産業
「産業」とは、就業者について、調査週間中にその人が実際に仕事をしていた事業所の主な事業の種類によって分類したものをいう（「休業者」（調査週間中仕事を休んでいた人）については、その人がふだん仕事をしている主な事業所の事業の種類）。
国勢調査に用いている産業分類は、日本標準産業分類を国勢調査に適合するように集約して編成したもので、分類の詳しさの程度により、大分類、中分類、小分類があり、産業等基本集計では、大分類について集計している。

個々の産業分類の詳しい定義や内容例示については、『平成22年国勢調査に用いる産業分類』（総務省統計局）を参照のこと。
Ⅱ　結果の概要

１　労働力状態

平成22年10月1日現在の福井県の労働力人口は424,477人で、平成17年と比べて18,270人（▲4.1％）減少した。
労働力人口を男女別にみると、男性が237,076人、女性が187,401人となっており、平成17年と比べて、男性が11,545人（▲4.6％）、女性が6,725人（▲3.5％）減少している。[図１、表１]
（注）労働力率は15歳以上人口（労働力状態「不詳」を除く。）に占める労働力人口の割合をいう。

図１　労働力人口と労働力率の推移（昭和60年～平成22年）



　　労働力率を年齢5歳階級別にみると、男性は25～59歳の各年齢階層で90％を超えている。女性は30～34歳の階層で低下するが、20～59歳の各階層で70％を超えている。
　　また、60～64歳については、平成17年と比べると、男性は83.5％（＋3.4ポイント）、女性は53.9％（＋5.6ポイント）にそれぞれ上昇している。[表２、図２]
　

表１　労働力状態、男女別15歳以上人口の推移（昭和60年～平成22年）



表２　男女、年齢（５歳階級）別労働力率の推移（平成17年、22年）


図２　男女、年齢（５歳階級）別労働力率（平成22年）
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２　就業者数

15歳以上の就業者数は402,251人で、平成17年と比べると21,708人（▲5.1％）減少となっている。男女別にみると、男性は222,248人、女性は180,003人となっており、平成17年に比べて、男性が14,229人(▲6.0％)、女性が7,479人（▲4.0％）減少している。[表１]


　　就業率（15歳以上人口に占める就業者の割合）を平成17年と比べると59.6％（▲1.7ポイント）で、男女別にみると、男性69.1％（▲2.9ポイント）、女性50.9％（▲0.7ポイント）となっている。[表３]
　　女性の就業率は全国第２位（平成１７年は全国第１位）となったが、全国トップレベルを維持している。
表３　男女、年齢（５歳階級）別就業率の推移（平成17年、22年）



３　夫婦の就業状態


夫婦のいる一般世帯数（178,592世帯）を、夫婦の就業・非就業別（注）にみると、夫婦ともに「就業者」の世帯は100,155世帯となっており、全体の56.8％を占めている。[表４]
（注）一つの世帯に複数の夫婦がいる場合、「夫婦の就業状態」は、最も若い夫婦に着目している。

表４　夫婦の就業・非就業（４区分）別夫婦のいる一般世帯数（昭和60年～平成22年）
図３　夫婦のいる一般世帯における夫婦の就業・非就業（４区分）の割合
　　　（平成17年、22年）

図４　共働き率の推移（昭和60年～平成22年）
４　従業上の地位


　15歳以上就業者（402,251人）を従業上の地位別にみると、雇用者（役員を含む）が339,178人（就業者の84.6％）、自営業主が41,817人（同10.4％）、家族従業者が18,531人（同4.6％）などとなっている。[表５]
表５　従業上の地位別15歳以上就業者数の推移（平成17年、22年）



　雇用者（315,723人）の内訳をみると、「正規の職員・従業員」が雇用者の70.5％、「労働者派遣事業所の派遣社員」が2.8％、「パート・アルバイト・その他」が26.7％となっている。男女別にみると、「正規の職員・従業員」が男性で84.5％（全国第６位）、女性で54.8％（全国第２位）であり、ともに高くなっている。[表６]
表６　従業上の地位別15歳以上雇用者数（平成22年）

図５　従業上の地位、男女別15歳以上雇用者数（平成22年）
５　産業別就業者数


　就業者数を産業部門別にみると、第１次産業15,641人（就業者数の3.9％）、第２次産業125,977人（同31.3％）、第３次産業253,605人（同63.1％）となっており、平成17年と同様、第３次産業の割合が上昇している。[表７、図６]
表７　産業３部門別15歳以上就業者数の推移（昭和60年～平成22年）


図６　産業３部門15歳以上就業者割合の推移（昭和60年～平成22年）

（注）割合には、「分類不能の産業」は含まない。

　産業大分類別に割合をみると、「製造業」の割合が21.7％で最も高く、次いで「卸売業，小売業」16.0％、「医療，福祉」11.1％となっている。
　「医療，福祉」の就業者数は、平成17年に比べて、2.0ポイント上昇し、1割を超えた。[図７、表８]
図７　産業大分類別15歳以上就業者割合の推移（平成17年、22年）



表８　産業大分類別15歳以上就業者数（平成17年、22年）


６　教育（最終卒業学校）


　　最終卒業学校の種類別にみると、「高校・旧中」が303,421人（48.6％）と最も多く、次いで「小学校・中学校」が153,339人（24.6％）、「大学・大学院」が94,018人（15.1％）、「短大・高専」が73,172人（11.7％）となっている。[表９]
（注）「教育」は１０年ごとの調査項目。
表９　男女、最終卒業学校種類別15歳以上人口（平成12年、22年）

図８　最終卒業学校種類別卒業者の割合（平成12年、22年）


図９　最終卒業学校・従業上の地位別割合（平成22年）

（注）非正規従業員とは、従業上の地位のうち「労働者派遣事業所の派遣社員」、「パート・アルバイト・その他」をいう。「自営業主」には、「家庭内職者」を含む。

７　外国人の就業者数


　15歳以上人口外国人就業者数は6,312人で、平成17年に比べ851人（▲11.9％）の減となっており、全就業者数（402,251人）に占める割合は1.6％である。[表１０]
表１０　労働力状態、国籍別15歳以上　　　　　図１０　15歳以上外国人就業者数の

　外国人数（平成22年）　　　　　　　　　　　推移（平成2年～22年）


図１１　15歳以上外国人就業者の国籍別割合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成22年）

　国籍別にみると、「中国」が2,684人（42.5％）

で最も多く、次いで「ブラジル」が1,344人

（21.3％）、「韓国、朝鮮」が1,302人（20.6％）

の順となっている。[図１１]
図１２　産業（大分類）別15歳以上外国人就業者の割合（平成22年）





都道府県主要指標



都道府県主要指標（続き）









産業等基本集計は、全ての調査票を用いて市区町村別の人口の労働力状態、産業（大分類）別就業者数、夫婦と子供のいる世帯等に関する結果について集計したものであり、この結果により、地域の産業や雇用の状況等を把握することができる。





労働力率は引き続き男女とも低下


労働力率　男性73.7％（全国第13位）　女性53.0％（全国第２位）





運輸業，郵便業，


情報通信業





農業，林業，漁業





自営業主・家族従業者





役員





非正規の従業員等





大学・大学院





小学校・中学校





平成２２年国勢調査　産業等基本集計　福井県結果の概要





福井県総合政策部政策統計課


〒910-8580　福井市大手３丁目１７番１号


電話0776-20-0273（ダイヤルイン）


0776-21-1111（代表）内線 2376 人口・生活統計グループ





政策統計課ホームページ


http://www.pref.fukui.lg.jp/doc/toukei/





＜労働力状態＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＜就業の状態＞


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主に仕事


　　　　　　　　　　　　　　　　　　就業者　　　　　　　家事のほか仕事


　　　　　　　　　　労働力人口　　　　　　　　　　　　　通学のかたわら仕事


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　休業者


　　　　　　　　　　　　　　　　　　完全失業者


15歳以上人口


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家事


　　　　　　　　　　非労働力人口　　　　　通学


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他





　結果の要点





夫婦ともに「就業者」の世帯（いわゆる共働き世帯）は100,155世帯で、


共働き率は56.8％、全国第１位





就業者数は平成17年より21,708人減少（▲5.1％）





自営業主、家族従業者割合は減少し、雇用者割合が増加





就業率は59.6％に低下（▲1.7ポイント）


　男性69.1％（全国第12位）　女性50.9％（全国第２位）





「正規の職員・従業員」は雇用者の70.5％で、全国第３位　　　　





産業部門別では、第３次産業の割合が上昇





「大学・大学院」卒業者は10年前より3.7ポイント増加





外国人の就業者数は6,312人で、平成17年をピークに減少





宿泊業，


飲食サービス業





教育，


学習支援業
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医療，福祉
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情報通信業





男女とも、19歳以下の労働力率低下、60～64歳の労働力率上昇
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産業分類別では、「建設業」が最も減少、「医療・福祉」が最も増加





卸売業，小売業








PAGE  
2

